様式２２　事業譲渡契約書（注）
事業譲渡契約書
○○○○（譲渡法人）（以下「甲」という）と××××（譲受法人）は（以下「乙」という）とは、甲の事業の一部を乙に譲渡することに関し、次の通り契約を締結する。
第１条（目的）
本契約は、甲が所有する第２条の事業権を乙に譲り渡すことを目的とする契約である。
第２条（事業内容の特定）
甲は、自己の事業のうち次に示した業務を第４条所定の期日において、これを譲渡する。
事業内容　　　＊＊＊＊に関する事業
第３条（譲渡物件）
甲は、前条および第４条に基づき、約定の期日において、甲の＊＊部門に属する以下の物件（「譲渡物件」という）を乙に譲渡する。
［1］ ＊＊＊＊＊＊
［2］ 前号にかかる事業上の権利義務の一切
第４条（譲渡期日）
譲渡物件の譲渡は、令和＊＊年＊月＊日を期日としてこれを行う。
2 前項の期日は甲乙双方の合意により、これを変更することができる。
第５条（引渡）
譲渡物件の引渡は第４条の譲渡期日に行う。
第６条（個別財産の移転）
譲渡物件のうち、譲渡の対抗要件ないし効力要件として通知･登記･登録等の手続を要するものについては、譲渡履行後遅滞なく甲乙協力して実行する。
2 前項の手続に要する費用は、全額乙の負担とする。
第７条（善管注意義務）
甲は、本契約締結後、譲渡物件の引渡しまでの間、善良なる管理者の注意を持って業務執行に当たる。
2 財産の管理･運営についても前項と同様とする。
3　前2項において、甲は乙の事前の承諾なく、譲渡財産に重大な変更を生じる行為を行うことはできない。
第８条（従業員の承継）
本件事業に従事している甲の従業員は、原則として乙に承継されるものとする。詳細は別途協議の上決定する。
第９条（事業譲渡承認理事会）
甲および乙は、それぞれ令和＊＊年＊月＊日までに理事会を開催し、本契約承認の決議を求めることを要する。
2 前項の期間は、必要に応じ、甲乙協議の上、これを変更することができる。
第1０条（秘密保持）
当事者は、本契約の目的に使用する場合その他正当な事由ある場合を除き、本契約に基づき使用した他の当事者の秘密情報を、事前の承諾なく、当事者以外の第三者に漏洩してはならない。
第1１条（契約解除･損害賠償）
本契約に規定する条項の一に違反したときは、相手方は違反者に対し、その行為の是正を書面にて勧告し、なお是正しない場合は、本契約を解除することができる。
2　前項の場合において、損害を被った相手方は、違反者に対し、相当額の賠償を請求することができる。
第1２条（事情変更における解除）
本契約締結後、譲渡期日までの間に、譲渡財産に予測しがたい重大な変更が生じた場合には、甲乙は再交渉することを要し、本契約の改訂または本契約を解除することができる。
第1３条（協議事項）
本契約に定めるものの他、事業譲渡に関し必要な事項は、本契約の趣旨にもとづき、甲乙誠意をもって協議の上これを決定する。
本契約の成立を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各々一通ずつ保有する。
令和○○年○○月○○日
（住所）○○○○○○○○○○○○○○
甲　　○　○　○　○（譲渡法人名）
理事長　　○　○　○　○
（住所）○○○○○○○○○○○○○○
乙　　○　○　○　○（譲受法人名）（※）
理事長（※）　　○　○　○　○
（注）この様式は、平成２０年３月 社会福祉法人経営研究会 編『社会福祉法人における合併・事業譲渡・法人間連携の手引き』に掲載されているものです。
（※）社会福祉法人設立認可申請において使用する場合には、「社会福祉法人××××（譲受法人）設立代表者○○○○」と書き換えて、使用してください。

